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激甚化・頻発化する災害

【平成27年9月関東・東北豪雨】 【平成28年8月台風第10号】 【平成29年7月九州北部豪雨】

【平成30年7月豪雨】 【令和元年東日本台風】 【令和2年7月豪雨】 【令和3年8月の大雨】

【令和4年8月の大雨】 【令和5年7月の大雨】 【令和6年9月の大雨】

①鬼怒川の堤防決壊による浸水被害
（茨城県常総市）

②小本川の氾濫による浸水被害
（岩手県岩泉町）

④赤谷川における浸水被害
（福岡県朝倉市）

⑩最上川における浸水被害
（山形県大江町）

⑦千曲川における浸水被害
(長野県長野市)

⑧球磨川における浸水被害
（熊本県人吉市）

⑨池町川における浸水被害
（福岡県久留米市）

⑤小田川における浸水被害
（岡山県倉敷市）

⑪太平川における浸水被害
（秋田県秋田市）

⑬塚田川における人家流失・流木阻害
（石川県輪島市）

【平成３０年北海道胆振東部地震】

⑥土砂災害の状況
（北海道厚真町）

【平成28年熊本地震】

③土砂災害の状況
（熊本県南阿蘇村）

【令和6年能登半島地震】

⑫土砂災害の状況
（石川県輪島市）

【令和7年8月の大雨】

⑭網掛川における橋梁流出・護岸損壊
（鹿児島県姶良市）

○近年、台風や線状降水帯等による浸水被害が頻発し、大規模地震による激甚な被害も相次
いでいる。

④

②

①
⑤

⑦

⑧
⑨

⑩
⑪

⑥

⑫⑬

③
⑭
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N

熊本県

熊本市役所 熊本県庁

宇土市役所

宇城市役所

熊本空港

八代市役所

人吉市役所

えびのIC

防災道の駅
「たのうら」

E3A南九州道

E3九州道

E3九州道

みなまた

水俣IC

ひとよし

人吉IC

ひ な ぐ

日奈久IC

やつしろ

八代JCT

まつばせ

松橋IC

か しま

嘉島JCT

こ いけたかや ま

小池高山IC

さかもと

坂本PA
（工事用出入口）

ま し き くまもと くうこう

益城熊本空港IC

たのうら

田浦IC

7/30 10:30
規制解除済

緊急車両通行可

みやはら

宮原SA（管理用出入口を活用）

やつしろみなみ

八代南IC

う き ひかわ

宇城氷川SIC

緊急車両通行可

7/30 15:00～

8/ 1 15:00～

一般車両
通行可
（予定）

8月後半

規
制
解
除
済

7/30 
9:00

E77九州中央道

やつしろ

八代IC

横江大橋
県道338号

新萩原橋
国道219号

道の駅
「竜北」

規
制
解
除
済

8/14 
6:00

※

一
部
対
面
通
行
あ
り

令和８年８月１４日６時時点
※写真は主な被災箇所

［被災状況（直轄国道）］

［被災状況（高速道路）］8/14 
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令和８年熊本地震（道路の被災状況）



社会資本の老朽化

○高度成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、下水道、港湾等について、建設後
５０年以上経過する施設の割合が加速度的に増加。

《建設後50年以上経過する社会資本の割合注１）》

約30%

約22%

約10%
約8%

約5%

約21%

約55%

約36%

約23% 約23%

約15%

約43%

約75%

約53%

約38%
約44%

約35%

約66%
2020年3月 2030年3月 2040年3月

道路橋
（橋長2m以

上）
［約73万橋］

トンネル
［約1万1千本］

河川管理施設注２）

［約4万６千施設］

下水道管渠
［約49万

km］

港湾施設注３）

（水域施設、外郭施設、
係留施設、臨港交通施設等）

［約6万1千施設］

水道管路
［約74万

km］

注１） 建設後50年以上経過する施設の割合については、建設年度不明の施設数を除いて算出。
注２） 国：堰、床止め、閘門、水門、揚水機場、排水機場、樋門・樋管、陸閘、管理橋、浄化施設、その他（立坑、遊水池）、ダム。独立行政法人水資源機構法に規定する特定施設を含む。

都道府県・政令市：堰（ゲート有り）、閘門、水門、樋門・樋管、陸閘等ゲートを有する施設及び揚水機場、排水機場、ダム。
注３） 一部事務組合、港務局を含む。
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■発生日時：令和7年1月28日（火）午前10時頃

■発生場所：八潮市中央一丁目地内 県道松戸草加線（中央一丁目交差点内）

■陥没規模：（1月28日当初） 幅約9～10m、深さ約5m

 （1月31日拡大後） 幅約40m、深さ最大約15m

■下水道管：管径4.75m、昭和58年（1983年）整備（経過年数42年）

■接続先 ：中川水循環センター（処理水量約61万㎥/日）

埼玉県八潮市の道路陥没事故の概要

終末処理場：
中川水循環
センター

1月28日(火)陥没発生当初

(写真出典)ＡＮＮ ＮＥＷＳ

中川流域下水道
（12市町、120万人）

陥没事故現場

○中川流域下水道エリアの埼玉県内12市町・120万人に対し、下水道（風呂、洗濯など）の使用
自粛が要請されるなど、市民生活にも大きな影響。

1月31日(金)拡大後、スロープ整備着手前
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WISENET2050・政策集より引用

日本 ドイツ

61km/h 84km/h

日本 ：約 7,800km

80km/h以上で走行可能な道路延長は

ドイツ：約31,700km

日本の高速道路は約４割が暫定２車線であり、制限速度は基本70km/h以下

（対象：高速自動車国道、都市高速道路、一般国道）

（対象：アウトバーン※1、連邦道路※2）
※1 基本速度無制限、推奨速度は130km/h
※2 制限速度は基本100km/h、市街地は引下げあり

日本 ドイツ 備考

名目GDP 約4.2兆ドル
（世界4位）

約4.5兆ドル
（世界3位）

2023年
1年間

面積 37.8万km2 35.7万km2

人口
124百万人
（2023.9）

84百万人
（2023.6）

高規格幹線道
路等延長

12,262km
(2024.3）

13,192km
（2020）

ドイツの延長は
アウトバーン

日本とドイツの都市間移動速度等の比較
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41%
59%

渋滞による時間ロスが生じ、経済損失が顕著

自動車の移動時間
約149億人時間
（令和3年）

(88億人時間)

(61億人時間)

渋滞などで
損失している
移動時間

最低限必要な
移動時間

移動時間の約4割が時間ロス

年間61億人時間、約370万人分の労働時間
日本のCO2総排出量の1.3％に相当

渋滞による経済損失

中枢中核都市はその他自治体より損失時間が大きい傾向

損失時間 約３１億人時間

三大都市圏

約３０億人時間
百万人時間/年

東京圏（１都３県）、中京圏（３県）、近畿圏（２府４県） 506市町村

中枢中核都市

約１４億人時間

三大都市圏を除く59市

その他自治体

約１７億人時間

左記以外の1,160市町村

＜自動車の移動時間に占める渋滞損失時間＞ ＜中枢中核都市における渋滞損失時間＞
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公共事業関係費（政府全体）の推移

（注１） 本表は、予算ベースである。また、計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。
（注２） 平成23・24年度予算については、同年度に地域自主戦略交付金に移行した額を含まない。
（注３） 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策の１～５年目分は、それぞれ令和２～６年度の補正予算により措置されている。なお、令和５年度補正予算については、 ５か年加速化対策分のほか、

  国土強靱化緊急対応枠（3,000億円）、令和６年度補正予算については、 ５か年加速化対策分のほか、国土強靱化緊急対応枠（3,000億円）及び緊急防災枠（2,500億円）を含む。
（注４） 令和３年度当初予算額（6兆549億円）は、デジタル庁一括計上分145億円を公共事業関係費から行政経費へ組替えた後の額であり、デジタル庁一括計上分を含めた場合、6兆695億円である。
（注５） 令和４年度当初予算額（6兆574億円）は、デジタル庁一括計上分1億円を公共事業関係費から行政経費へ組替えた後の額であり、デジタル庁一括計上分を含めた場合、6兆575億円である。
（注６） 令和５年度当初予算額（6兆801億円）は、生活基盤施設耐震化等交付金202億円を行政経費から公共事業関係費へ組替えた後の額であり、生活基盤施設耐震化等交付金を除いた場合、6兆600億円である。
（注７） 令和６年度補正予算については、GX経済移行債で実施する事業（500億円）を含む。
（注８） 令和７年度補正予算については、GX経済移行債で実施する事業（750億円）を含む。 8



1,575 1,791 1,681 
2,395 2,817 

2,212 2,279 2,252 2,378 2,375 2,456 

5,363 
5,413 

5,112 

6,976 
6,970 

7,464 
6,192 6,295 6,473 6,524 6,639 

22.7%
24.9% 24.8% 25.6% 28.8%

22.9%
26.9% 26.3% 26.9% 26.7% 27.0%

77.3%
75.1% 75.2% 74.4% 71.2%

77.1%
73.1% 73.7% 73.1% 73.3% 73.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

維持修繕 改築等 維持修繕（総額に対する割合） 改築等（総額に対する割合）

直轄予算の推移（当初予算＋前年度補正予算） ※河川・ダム事業

（億円）

維持修繕

改築等

＋244億円
（R3比 1.11）

▲825億円
（R3比 0.89）

防災・減災、国土強靱化のための
３か年緊急対策

防災・減災、国土強靱化のための
５か年加速化対策

第１次国土強靱化
実施中期計画

9



3,268 3,849 3,815 4,678 4,382 4,798 4,637 4,881 5,045 5,159 5,366 

11,632 
12,744 

11,637 
11,272 

12,993 12,724 12,710 12,353 12,576 12,482 12,447 

21.9% 23.2% 24.7%
29.3%

25.2%
27.4% 26.7% 28.3% 28.6% 29.2% 30.1%

78.1% 76.8% 75.3% 70.7%
74.8% 72.6% 73.3% 71.7% 71.4% 70.8% 69.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

維持修繕 改築等 維持修繕（総額に対する割合） 改築等（総額に対する割合）

直轄予算の推移（当初予算＋前年度補正予算） ※道路事業

（億円）

維持修繕

改築等

＋568億円
（R3比 1.12）

▲277億円
（R3比 0.98）

防災・減災、国土強靱化のための
３か年緊急対策

防災・減災、国土強靱化のための
５か年加速化対策

第１次国土強靱化
実施中期計画
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国土交通省の補正＋当初（公共事業関係費）の推移

(3,723) (3,843) (3,855) (4,085) (5,388)

43,609 44,797 45,754 46,637 47,978 

20,854 20,370 
20,920 21,156 20,459 

64,463 65,167 66,674 67,794 68,436 

-6,000

4,000

14,000

24,000

34,000

44,000

54,000

64,000

R3補正＋R4当初 R4補正＋R5当初 R5補正＋R6当初 R6補正＋R7当初 R7補正＋R8当初
災害復旧等 防災・減災、国土強靱化 その他

（億円）

（注１） 本表は、予算ベースである。また、計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。
（注２） 令和３年度当初予算額は、デジタル庁一括計上分を含む。
（注３） 令和５年度当初予算額は、水道事業の移管分（うち生活基盤施設耐震化等交付金は行政経費から公共事業関係費へ組替え）を厚生労働省から国土交通省へ組替えた後の額である。
（注４） 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策の１～５年目分は、それぞれ令和２～６年度の補正予算により措置されている。なお、令和５年度補正予算は、 ５か年加速化対策分のほか、

国土強靱化緊急対応枠（2,476億円）、令和６年度補正予算は、 ５か年加速化対策分のほか、国土強靱化緊急対応枠（2,467億円）及び緊急防災枠（2,183億円）を含む。
（注５） 令和６年度補正予算はGX経済移行債で実施する事業（500億円）を、令和７年度補正予算はGX経済移行債で実施する事業（750億円）を含む。

０

＋704億円
（1.1%増）

＋1,507億円
（2.3%増）

＋1,120億円
（1.7%増）

＋643億円
（0.9%増）

実施中期計画

12,346

５ヶ年加速化対策
（緊急防災枠含む）

11,382

５ヶ年加速化対策

10,749
５ヶ年加速化対策

10,358
５ヶ年加速化対策

10,213

11



建設工事費デフレーターの推移（2020年度以降）

建設工事費デフレーター

○建設工事デフレーター（2020年度平均＝100）は、近年上昇基調であり、中東情勢の影響で更に上昇
の可能性がある。

建設工事費デフレーター：建設工事に係る「名目工事費額」を基準年度の「実質額」に変換する指標。
資材価格や労務費などを反映し、毎月国土交通省が作成。

※基準年は平成27年度（2020年度基準）。
※令和8年5月29日付公表資料より作成。

100.0 99.7 

101.4 

108.3 110.1 

112.6 

112.4 

112.6 

114.0 

114.9 119.3 

122.2 

121.7 

123.1 

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

120.0

125.0

130.0

135.0

4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

2020年

（令和2年度）

2021年度

（令和3年度）

2022年度

（令和4年度）

2023年度

（令和5年度）

2024年度

（令和6年度）

2025年度

（令和7年度）

建設総合、2020年度基準

106.2

110.3

「５か年加速化対策」
閣議決定（2020年12月）

年率＋4.3%

前年同時期（１月-３月）から＋3.4％
前年同月から（３月）から+5.1％と更に上昇

「第１次国土強靱化実施中期計画」
閣議決定（2025年6月）

100.5
99.7

120.4

104.1

113.2

118.0
118.5 119.0
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令和８年第１０回経済財政諮問会議における総理発言 （令和８年６月３０日） （抄）

高市内閣は、長年にわたる投資不足の流れを断ち切り、世界的な産業政策の大競争時代に対応
していくため、責任ある積極財政の考え方の下、危機管理投資と成長投資を大胆かつ戦略的に進
めるとともに、スタートアップの振興などによって中長期的な成長力強化につなげていきます。

あわせて、日本成長戦略や地域未来戦略等を踏まえ、民間投資を引き出すため、政府予算の予
見可能性を高める観点から、通常の歳出とは別に『「強く豊かな日本」投資枠』を創設するなど、予
算の作り方を根本から改めます。

高市内閣における経済方針

第２２１回国会における総理の施政方針演説 （令和８年２月２０日） （抄）

２ 経済力
（１）国内投資促進のための「責任ある積極財政」

経済安全保障、食料安全保障、エネルギー・資源安全保障、健康医療安全保障、国土強靱（きょう
じん）化対策、サイバーセキュリティなどの様々なリスクを最小化する「危機管理投資」。ＡＩ、半導体、
造船などの先端技術を花開かせる「成長投資」。これらにより、世界共通の課題解決に資する製品・
サービス・インフラを開発し、国内外に提供することで、日本の成長につなげていきます。

（６）危機管理投資：令和の国土強靱化対策
（事前防災・予防保全の徹底）
地球温暖化の影響もあり、自然災害の激甚化・頻発化が世界的課題となっています。「令和の

国土強靱化」を進め、国民の皆様の生命と財産を守ります。あわせて、防災技術やインフラを積極
的に海外に展開していきます。
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国土強靱化（３か年緊急対策、５か年加速化対策、第１次実施中期計画）

Ⅰ．防災のための重要インフラ等の機能維持
Ⅱ．国民経済・生活を支える重要インフラ等の機能維持

Ⅰ．激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策
Ⅱ．予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策 
Ⅲ．国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策
【令和３～令和７年度】

防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策
【平成３０～令和２年度】

事業規模：おおむね７兆円程度

事業規模：おおむね１５兆円程度

Ⅰ．国民の生命と財産を守る防災インフラの整備・管理
Ⅱ．経済発展の基礎となる交通・通信・エネルギーなどライフラインの強靱化 
Ⅲ．デジタル等新技術の活用による国土強靱化施策の高度化
Ⅳ．災害時における事業継続性確保を始めとした官民連携強化
Ⅴ．地域における防災力の一層の強化

第１次国土強靱化実施中期計画
【令和８～令和１２年度】

事業規模：おおむね２０兆円強程度
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第１次国土強靱化実施中期計画（水管理・国土保全局関係）

○５か年加速化対策に続く計画として、その推進が特に必要となる施策の内容及びその事業規模を定め、施策
の一層の重点化を図るとともに、組織の枠を越えた施策連携強化型の国土強靱化を推進し、災害に屈しない
強靱な国土づくりを進める。

＜第４章 推進が特に必要となる施策 （水管理・国土保全局 施策例）＞

流域治水対策
（河川、砂防、海岸、下水道）

河道掘削・堤防整備

対策後

大和川

大和川

対策前

砂防堰堤の改築

“天端摩耗”
“漏水“

対策
後

対策
前

災害対策用車輌の整備
（排水ポンプ車）

利水容量を活用した
事前放流の強化

海岸保全施設整備

河川管理施設・砂防施設等の
戦略的な維持管理

内水対策の強化

堆砂対策による

貯水池機能の回復

水災害リスク情報の充実・活用

洪水ハザードマップ

TEC-FORCE等に係る機能強化による
災害対応力の強化

雨水貯留浸透施設整備

砂防関係施設整備

止水板設置の訓練

河川情報等の充実

河川の状況把握

更新
イメージ

夜間の視認性を
向上させたカメラ

長時間予測により対応
の見通しが考えやすい

アンサンブル計算により、
予測の幅の把握が可能

長時間アンサンブル降雨予測

被災状況把握の高度化に
向けた資機材整備・訓練
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第１次国土強靭化実施中期計画（道路関係）

盛土対策の例（ふとんかご）

電柱倒壊による道路閉塞を未然に防ぐ
ため、市街地等の緊急輸送道路におい
て無電柱化を実施

高付加価値コンテナの設置

○ 気候変動に伴い激甚化・頻発化する気象災害、切迫する大規模地震や急速に進む施設の老朽化等に対応するべく、
災害に強い国土幹線道路ネットワーク等を構築するため、高規格道路ネットワークの対災害性強化や老朽化対策等
の抜本的な対策を含めて、防災・減災、国土強靱化の取組の更なる加速化・深化を図ります。

道路（道の駅）における防災拠点機能強化道路の雪寒対策等 道路橋梁等の耐震機能強化

通行止めが長期化する渡河部の橋梁流
失や河川隣接区間の道路流失等の災害
リスクに対し、洗掘・流失対策等を推進

災害直後からの応急活動を支援するた
めに、緊急輸送道路の法面・盛土の土
砂災害防止対策を推進

【法面・盛土対策事例】

遠隔からの道路状況の確認等、道路
管理体制の強化や、AI技術等の活用に
よる維持管理の効率化・省力化を推進

【台風等による電柱倒壊状況】

橋梁架け替えの対策事例 千葉県館山市

雪崩対策の例（雪崩防止柵） 耐震補強例（釜石高架橋）

【雪寒対策の事例】 【防災拠点対策の事例】 【橋梁の耐震化対策事例】
積雪により交通障害が
発生する危険性が高い
箇所において、大雪時の
道路交通確保体制強化
(消融雪施設や除雪機械
整備等)、雪崩対策や地
吹雪対策などを推進

「道の駅」等の防災機
能強化を図るとともに
災害時にも活用可能
なAIカメラや高付加価
値コンテナ等の設置
等、災害対応の体制
構築を推進

切迫する大規模地震
に備えるため、緊急輸
送道路上の橋梁につ
いて、耐震補強等を
推進

道路システムのDXによる道路管理及
び情報取集等の体制強化対策

渡河部の橋梁や河川に隣接する道
路構造物の流出防止対策

電柱倒壊リスクがある市街地等の緊
急輸送道路の無電柱化対策

道路の法面・盛土の土砂災害防止対策

ＡＩによる画像解析技術の活用

【道路システムDXによる事例】【橋梁流失防止対策事例】

道路施設の老朽化対策道路ネットワークの機能強化対策

高規格道路の未整備区間の解
消及び暫定２車線区間の４車線
化、高規格道路と代替機能を発
揮する直轄国道とのダブルネッ
トワークの強化等を推進

持続可能な維持管理を実現
する予防保全による道路メン
テナンスへ早期に移行するた
め、修繕が必要な道路施設の
対策を集中的に実施

【橋梁の老朽化事例】【道路ネットワーク強化事例】

床版鉄筋の露出新宮紀宝道路【令和６年度開通】

【舗装の老朽化事例】

事例
追加

事例
追加

【4車線による効果事例】

＜達成目標例＞
高規格道路の未整備区間約6,000km
（令和２年度末時点）整備完了率
６%【R５】→19%【R12】

＜達成目標例＞
要対策橋梁（国及び地方管理）約92,000橋
（令和５年度末時点）修繕完了率
55%【R５】→80%【R12】 アスファルト路盤の損傷

被害のない２車線を活用し、
交通機能を確保

（以下３施策は、実施中期計画より新たに追加）

16



○ 緑川では、令和７年８月の大雨で観測史上最高水位を記録したが、国土強靱化の「３か年緊急対策」、「５か
年加速化対策」等で河川整備を進めていたことにより、河川の水位低減効果を発揮し、越水を回避

○ これらの河川整備等が無かった場合は多くの浸水被害が発生していた可能性（家屋浸水約400戸）

国土強靱化の効果事例（河川・ダム関係）
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土砂流入により通行止 約14.5km
R7.8.19(火) 14:30～8.21(木) 

6:00
【約40時間】

N

函館市

江差町

■函館・江差自動車道がダブルネットワークとして機能

凡例

迂回路

通行止箇所

茂辺地木古内道路

（写真１）国道227号土砂流入状況(R7.8.19)

至 江差町

至 函館市

（写真２）函館・江差自動車道(R7.8.19)

北海道

茂辺地木古内道路

は こ だ て え さ し

至 江差町（木古内IC）

至 函館市（北斗茂辺地IC）

北斗茂辺地IC

木古内IC

函館・江差自動車道

茂辺地木古内道路
16.0km

R4.3.26開通

はこだて えさし

も へ じ き こ ない

写真１

写真２

厚沢部町

乙部町

平時
R6.8平均

今回災害
R7.8.20(水)

国道227号の日交通量
（断面A）

平時
R6.8平均

今回災害
R7.8.20(水)

函館・江差自動車道の日交通量
（断面B）

6,071台

2,574台

5,127台

6,381台

約3,500台減

約1,300台増

平時・今回災害時の日交通量

断面A

断面B

(台/日) (台/日)

○ 令和７年８月の豪雨に伴う国道２２７号への土砂流入によって約４０時間の通行止めが発生したものの、
函館・江差自動車道等を活用することで、函館市と江差町間の交通を確保

○ 災害時も、ダブルネットワークにより地域間の経済活動や生活（医療等）を支えている

国土強靱化の効果事例（道路関係）
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生産性向上・強い経済に資する道路ネットワークの整備
【熊本県】半導体産業の成長投資を支える中九州横断道路

◼半導体等の大規模産業拠点の動きも踏まえ、港湾・空港など広域交通拠点へのアクセス性向上を図る

ことで、地域産業の生産性向上を支援し、 日本経済・地域経済の成長を推進。

◼また、企業立地に伴う関連インフラ整備を通して、企業・経済活動に貢献。

至：  福岡県

熊本港

至：宮崎県・ 鹿児島県

至
：  

大
分
県

大津IC

大津町
合志市

菊陽町

植木IC

熊本市
中心市街地

熊本市

高規格道路
一般国道

凡 例

事業中区間

広域図

世界最大手半導体
メーカーの進出

延長4.7km延長9.1km 延長4.8km延長3.9km

中九州横断道路
なかきゅうしゅう

菊池市

写真① 世界最大手半導体メーカー
（第一工場・第二工場）

投資額 約3兆3,750億円
新規雇用者数 約3,400人以上予定

※投資額：R6.2.24時点、新規雇用者数：R6.7.4時点

(至)大分県

大津西IC(仮称)
おおづにし

(

至)

熊
本
市

沿線への世界最大手半導体メーカーの進出(R6.2.24開所)

中九州横断道路の位置図

81

96 95 97 101 102 99

120

134 130

40

60

80

100

120

140

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

(百億円)

0

製造品出荷額

資料：工業統計調査、経済ｾﾝｻｽ-活動調査、経済構造実態調査

※菊池市、合志市、菊陽町、大津町
の合計

約1.6倍
（R5/H26比）

大規模産業拠点の新設（菊陽町）

熊本環状

連絡道路

くまもと

大津熊本道路

(合志～熊本)

お お づ くまもと

こうし くまもと
大津熊本道路

(大津西～合志)
お お づ に し

お お づ くまもと

大津道路
お お づ

こうし

大分方面の
関連企業へ

九州南部の
関連企業へ

シリコンウエーハ

半導体工場集積エリア

西合志IC
（仮称） 合志IC

（仮称）

大津西IC
（仮称）

下硯川
IC

北熊本
SIC
熊本北
JCT･IC
（仮称）

・福岡空港・博多港
から原材料調達、
海外輸出

・福岡・本州方面の
関連企業へ

熊本港への輸送も
今後の増加が期待

出典：国土地理院ウェブサイト
※国土地理院地図を加工して作成

出典：きくようまっぷ

世界最大手半導体メーカー
熊本工場（第一工場）

世界最大手半導体メーカー
熊本工場（第二工場造成中）

東京エクトロン新工場
(R7年竣工)

セミコンテクノパーク

セミコンテクノパーク

Before(H28年)

After(R5年10月)
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生産性向上・強い経済に資する道路ネットワークの整備
                         【岩手県】半導体産業集積を支える国道4号拡幅

◼国道4号の拡幅整備が進む中、半導体関連企業の進出を契機に、関連企業の立地が約9倍増加。

◼製造品出荷額が約3倍に増加し、雇用も増加。国道4号の機能強化が地域経済成長に寄与。

位置図

北
上
花
巻
道
路

金
ケ
崎
拡
幅

水
沢
金
ケ
崎
道
路

４ 283

（
事
業
中
）

E4

E4

E46

北
上
拡
幅

～
Ｒ
7
・ 

４
車
開
通

（
事
業
中
）

延
長

3.1
km

延
長

12.2

km

整備効果の事例① 半導体関連企業の進出が増加

〈 北上市の半導体関連企業進出状況 〉
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整備効果の事例② 製造品出荷額の増加・雇用の増加
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新設

増設

事業延長

（社） （km）

第１製造棟建設決定

金ケ崎拡幅事業化

北上花巻道路
事業化

水沢金ケ崎道路
事業化

資料：【企業進出状況】岩手県提供データ（H21～R6までの新設・増設企業の累積値）
※事業延長：国道4号花巻市～奥州市間、開通済延長には水沢東バイパス2車線区間を含む

第１製造棟稼働開始
第２製造棟建設決定

第２製造棟稼働開始
（R7）

（百億円）

〈 北上市の製造品出荷額と従業員数の推移 〉

資料：【製造品出荷額・従業員数】工業統計・経済センサス・経済構造実態調査

大手半導体企業
第１製造棟稼働開始

北
上
花
巻
道
路

北
上
拡
幅

（
４
車
線
化
事
業
中
）

（
４
車
線
開
通
済
）

JR
東
北
本
線

４

至 盛岡市

至 仙台市

大手半導体企業
第１製造棟

（R2年～稼働開始）

大手半導体企業
第２製造棟

（R7年～稼働開始）

総投資額 約２兆円規模

設立以来 約2,400人の雇用を創出

大手半導体企業
第２製造棟稼働開始

（R7）

大手半導体企業
第１製造棟

（R2年～稼働開始）

大手半導体企業
第２製造棟

（R7年～稼働開始）

北上工業団地
（総面積：148.5ha）

北上工業団地

北上南部
工業団地

岩手中部
（金ケ崎）
工業団地

江刺中核
工業団地

資料：【総投資額・雇用創出数】地域構造転換インフラ整備推進会議（内閣府地方創生推進事務局）資料

開通済延長
19.1km（約6割）
※R7年度末時点

大手半導体企業
新規拠点（北上市）

決定

南エリア開発事業（予定）
［工業団地の拡張・産業用地の開発］

半導体関連企業

５０社

半導体関連企業

２８社

大手半導体企業の進出
第１製造棟 R2年～稼働開始

第２製造棟 R7年～稼働開始

資料：【半導体関連企業数】岩手県半導体関連企業マップ（R5.2発行）
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397

大手半導体企業
の動向

半導体関連企業

３社

関東方面へ

12

（千人）

写真①

1

写真②

2

半導体関連企業

２１社

花巻市

北上市

奥州市

金ヶ崎町

東北道と国道4号の
ダブルネットワークによる

輸送機能強化

凡例
： 開通済区間
： 事業中区間

［道路種別・車線数］
： 高規格道路
： 一般国道
： 主要地方道・県道
： ４車線
： ２車線

： 産業集積地（工業団地等）

［その他］

： 通常時（高速使用）

［半導体企業の輸送イメージ］

： 東北道通行止め時

岩手県

北上江釣子IC
約9倍に増加

約3倍に増加
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○大和御所道路の整備により、広域幹線道路ネットワークと接続し、各方面とのアクセスが向上。沿線には
多くの工場が新規立地し、固定資産税等が増加するなど、地方自治体の安定的な財源確保にも寄与。

○更に、奈良・和歌山県の地域特産品である果物の広域的な出荷が可能となるなど、地域産業を支援。

道路ネットワークの整備による工場立地・税収の増加 京奈和自動車道
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
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令和８年７月３１日（金） 地域未来戦略に関する関係副大臣等会議（第５回）・地域未来戦略に関する総理報告

27



（参考）「令和９年度予算の概算要求について」（令和８年７月３０日閣議了解）より抜粋

＊金額はＲ８一般会計当初予算（122.3兆円） 

「強く豊かな日本」投資枠
＊ＧＸ、ＡＩ・半導体： 「ＧＸ2040ビジョン」「Ａ
Ｉ・半導体産業基盤強化フレーム」を踏ま
え、特別会計においても要求。

－ 国内投資を通じた潜在成長率の引上げに向けて、日本成長戦略や地域未来戦略などを
踏まえた効果の高い政策を推進
補正予算依存の財政運営から脱却する方針も踏まえ、要求上限を設けず、事項要求も含
め、所要額を適切に要求
このうち、経済安全保障上特に重要な分野などについては、複数年度で財源を確保した
上で、特別会計において別枠で管理することとし、予算編成過程において検討 
＊予見可能性を高め、継続的な取組を後押しするため、複数年度の計画に基づくものを基本とする 
＊通常歳出（裁量的経費等）との関係について、予算編成過程において精査

年金・医療等
＊こども・子育て： 特別会計への計上分も
含め、「こども未来戦略」に基づいて要求。

37.0
自然増（＋0.39兆円） 
＊予算編成過程で、高齢化による増加分に相当する伸びに、経済・物価動向等を踏まえた対応に相当
する増加分を加算

防衛力整備計画対象経費 8.8 「防衛力整備計画」を踏まえて要求 

「三文書」の改定に伴う対応について、予算編成過程において検討

裁量的経費 14.5 ＋20％要望可 
＊このほか、『「強く豊かな日本」投資枠』の活用、事項のみの要求も可

義務的経費
9.9

人件費は人事院勧告を踏まえ予算編成過程で対応 

その他、各経費ごとの義務的性格に基づき所要額を要求 

特殊要因を加減算（例：経済構造実態調査）

地方交付税交付金等 20.9 「骨太の方針」との整合性に留意しつつ要求

国債費 31.3

◇ 危機管理投資・成長投資をはじめ、国内投資を通じた潜在成長率の引上げにつながる施策を予見可能性を持って実施できるよう、
通常歳出とは別に、『「強く豊かな日本」投資枠』を創設。真に効果的な施策を重点的に措置。 

◇ 要求・要望は賃金や調達価格の上昇を踏まえて行い、予算編成過程において、令和８年度予算から実現した「経済・物価動向等の
的確な反映」を実現。

◇ 補正予算依存から脱却し恒常的な施策は当初予算に計上するため、適切に要求・要望。 

◇ 歳出全般にわたり、施策の優先順位を洗い直し、予算の中身を大胆に重点化。補助金・基金の自己点検結果を要求・要望に反映し、
予算編成過程において精査。
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１．公共事業を取り巻く状況

２．担い手確保、生産性向上等に関する取組

３．インフラDX、i-Construction２．０

４．インフラ全般のマネジメントのあり方

５．最後に

目次
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○建設業就業者は、55歳以上が36.6％、29歳以下が11.9%と高齢

化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。

出典：総務省「労働力調査」 （暦年平均）をもとに国土交通省で作成※１

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）をもとに国土交通省で作成※１※２

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※１ 平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値 ※２ グラフ上の数値は、記載単位未満の位で四捨五入してあるため、総数と内訳の合計とは必ずしも一致しない）

建設業就業者の現状

（％）

＜就業者数ピーク＞  ＜建設投資ボトム＞    ＜最新＞

○建設業就業者： 685万人（H9） → 504万人（H22） → 478万人（R7）

○技術者  ：   41万人（H9） →   31万人（H22） →  41万人（R7）

○技能者  ： 455万人（H9） → 331万人（H22） → 296万人（R7）
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管理的職業・事務従事者 販売従事者等

その他 全産業に占める建設業従事者の割合
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建設産業における働き方の現状

33.8% 11.8% 43.0% 6.3%
4.6%

0.4%

38.0% 11.7% 38.0% 7.0%
4.7%

0.6%

11.1% 11.1% 39.5% 19.8% 16.0%
2.5%

15.1% 17.0% 34.0% 20.8% 11.3%
1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
4週8休(週休2日)以上 4週7休程度 4週6休程度 4週5休程度 4週4休程度以下 不定休

25.8% 14.1% 39.0% 12.0% 8.5%
0.7%

21.2% 13.2% 43.4% 12.3% 9.3%
0.7%

出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」
年度報より国土交通省作成

建設業について、年
間の出勤日数は全
産業と比べて10日多
い。また、年間の総実
労働時間は全産業と
比べて48時間長い。

出典：国土交通省「適正な工期設定による
働き方改革の推進に関する調査」
（令和６年８月６日公表）
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調査産業計建設業 製造業

○厚生労働省「毎月勤労統計調査」
パートタイムを除く一般労働者

建設業における平均的な休日の取得状況

公共工事の方が、「4週8休(週休2日)以上」の割合が高い

全体

公共工事
の受注が
ほとんど

民間工事
の受注が
ほとんど

技術者

技術者

技能者

技能者

技能者

技術者

「4週6休程度」が最多 技術者・技能者ともに４
週８休 (週休２日 )の確
保ができていない場合
が多い。
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○厚生労働省「毎月勤労統計調査」
パートタイムを除く一般労働者

11日
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担い手３法のこれまでの改正経緯

建設業法 ・ 入契法
 （昭和24年制定） （平成12年制定）

品確法
（平成17年制定）

平成26年 担い手３法

令和元年 新・担い手３法

※５年後見直し規定あり（附則第８条）

５年後

Point

価格のみでなく品質を加味した総合評価の導入

※５年後見直し規定あり（附則第８条）

５年後

令和６年 第３次・担い手３法

※５年後見直し規定あり（附則第２項）

Point

 発注者は、受注者が適正な利潤を確保できるようにすること
 従事する者の賃金その他の労働条件、労働環境の改善

５年後

※５年後見直し規定あり（附則第２項）

Point

元請は、下請が利潤・工期を確保できる発注をすること

Point

ダンピング対策の強化と建設工事の担い手の確保

Point

建設工事の適正な施工の確保・公共工事の入札契約の適正化

Point

働き方改革に向けた適正な工期の確保

Point

労働者の処遇改善と価格高騰時の労務費へのしわ寄せ防止

Point

担い手の休日・賃金の確保と地域建設業等の維持

５年後

※５年後見直し規定あり（附則第２項） ※５年後見直し規定あり（附則第５条） 32



●適切な入札条件等による発注
●災害対応力の強化（ＪＶ方式・労災保険加入）

●発注担当職員の育成
●広域的な維持管理
●国からの助言・勧告【入契法改正】

●賃金支払いの実態の把握、必要な施策
●能力に応じた処遇
●多様な人材の雇用管理の改善

●スライド条項の適切な活用（変更契約）

●休日確保の促進 ●学校との連携・広報
●災害等の特別な事情を踏まえた予定価格
●測量資格の柔軟化【測量法改正】

第三次・担い手３法（令和６年改正）の全体像

担
い
手
確
保

インフラ整備の担い手・地域の守り手である建設業等がその役割を果たし続けられるよう、
担い手確保・生産性向上・地域における対応力強化を目的に、担い手３法を改正

生産性
向上

地
域
に
お
け
る

対
応
力
強
化

   議員立法

公共工事品質確保法等の改正
政府提出

建設業法・公共工事入札適正化法の改正

処遇改善

価格転嫁
（労務費への
しわ寄せ防止）

働き方改革
・環境整備

●ＩＣＴ活用（データ活用・データ引継ぎ）

●新技術の予定価格への反映・活用
●技術開発の推進

地域
建設業等
の維持

公共発注
体制強化

●標準労務費の確保と行き渡り
●建設業者による処遇確保

●資材高騰分等の転嫁円滑化
- 契約書記載事項
- 受注者の申出、誠実協議

●工期ダンピング防止の強化
●工期変更の円滑化

●ＩＣＴ指針、現場管理の効率化
●現場技術者の配置合理化

（参考）
◇公共工事品質確保法等の改正

   ・公共工事を対象に、よりよい取組を促進（トップアップ）

 ・誘導的手法（理念、責務規定）

◇建設業法・公共工事入札適正化法の改正
 ・民間工事を含め最低ルールの底上げ（ボトムアップ）

 ・規制的手法など 33



令和８年３月から適用する公共工事設計労務単価について

・最近の労働市場の実勢価格を適切・迅速に反映し、47都道府県・51職種別に単価を設定

※「主要12職種」は通常、公共工事において広く一般的に従事されている職種

注）金額は加重平均値、伸率は単純平均値で算出

主要１２職種

全 国

ポ イ ン ト

全 職 種 ( 25,834円 ) 令和７年３月比；＋４．５％

主要 1 2 職種 ※ ( 24,095円 ) 令和７年３月比；＋４．２％

職種 全国平均値 令和７年３月比 職種 全国平均値 令和７年３月比

特 殊 作 業 員 28,111円 +4.3% 運転手（一般） 25,275円 +2.9%
普 通 作 業 員 23,605円 +3.0% 型 わ く 工 31,671円 +5.0%
軽 作 業 員 18,605円 +2.9% 大 工 30,331円 +3.1%
と び 工 30,780円 +4.0% 左 官 30,508円 +4.1%
鉄 筋 工 31,267円 +4.6% 交通誘導警備員Ａ 18,911円 +5.8%
運転手（特殊） 29,442円 +4.8% 交通誘導警備員Ｂ 16,749円 +6.7%
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19,121 19,116 
18,584 

16,263 
15,871 

15,394 
14,754 

14,166 13,870 13,723 13,577 13,351 13,344 13,154 13,047 13,072 
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20,000

22,000

24,000

26,000

28,000
公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移

令和８年３月から適用する公共工事設計労務単価について

参考：近年の公共工事設計労務単価の単純平均の伸び率の推移

注1）金額は加重平均値にて表示。平成31年までは平成25年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出し、令和2年以降は令和2年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出した。
注2）平成18年度以前は、交通誘導警備員がA・Bに分かれていないため、交通誘導警備員A・Bを足した人数で加重平均した。
注3）伸び率は単純平均値より算出した。

建設投資の減少に伴う労働
需給の緩和により下降

１４年連続の上昇

単価算出手法の大幅変更
・必要な法定福利費相当額の反映を実施

（円）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R02 R03 R04 R05 R06 R07 R08 H24比

全  職  種 +15.1% → +7.1% → +4.2% → +4.9% → +3.4% → +2.8% → +3.3% → +2.5%→+1.2% → +2.5% → +5.2% → +5.9% → +6.0% → +4.5% +94.1%

主要12職種 +15.3% → +6.9% → +3.1% → +6.7% → +2.6% → +2.8% → +3.7% → +2.3%→+1.0% → +3.0% → +5.0% → +6.2% → +5.6% → +4.2% +93.4%
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令和８年３月から適用する設計業務委託等技術者単価について

１．設計業務委託等技術者単価とは

・ 国土交通省が発注する設計業務委託等（設計・測量・地質等）の積算に用いる

全国一律の単価。

・ 毎年度実施している給与実態調査結果に基づいて、20職種（職階）の単価を設定。

    対前年度比 （Ｈ２４比）

 【全職種（職階）単純平均】 ５１，７１５円  ＋４．３％（＋６５．５％）

(内訳)                                  対前年度比（Ｈ２４比）

設計業務（７職階） 平均 62,157円 ＋4.2％ （＋62.1%）

測量業務（５職階） 平均 44,460円 ＋2.2％ （＋96.0%）

航空・船舶関係業務（５職階） 平均 47,580円 ＋7.0％ （＋56.8%）

地質調査業務（３職階） 平均 46,333円 ＋3.8％ （＋69.9%）

（参考）直近１０か年の伸び率（全職種（職階）平均）
   H28    H29    H30     H31   R2     R3    R4       R5      R6       R7

全職種：＋3.8% ＋3.1% ＋3.0%   ＋3.7% ＋3.1% ＋1.6% ＋3.2% ＋5.4%  ＋5.5%   ＋5.7%

２．令和８年度技術者単価の概要
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令和８年３月から適用する設計業務委託等技術者単価

◆最近の給与等の実態を適切・迅速に反映

設計業務委託等（設計、測量、地質関係）

51,715円 R７年３月比；＋４．３％

（平成24年度比+６５．５％）

全職種平均
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建設業における多様な働き方の実現に向けた支援

○ 直轄工事における試行を通じて、建設業は完全週休２日を含む週休２日が可能な業界であることを確認。
○ 他方、地域の実情や現場の状況等により、多様な働き方が求められている状況を踏まえ、最新の知見・技術を総動員した多

様な働き方の実現を目指していく。
※直轄土木工事は「工事における週休２日の取得に要する費用の計上について（試行）」等による試行は完了とし、多様な働き方の実現を支援してまいります。

これまでの週休２日の推進と今後の働き方のあり方

H28～R5
週休２日の取組の拡大

R6～R7
週休２日の質の向上

R8～
多様な働き方の実現

100%

99.6%

97.4%

88.5%

45.1%

20.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5年度

R4年度

R3年度

R2年度

H30年度

H28年度

工期全体の
週休２日達成

週休２日工事（工期全体）の実施率（直轄） R6～
月単位の週休２日制を推進

R７～
週単位の週休２日制を含む
多様な働き方を推進

月単位・週単位の週休２日が
達成できることを確認

気候（猛暑対策等）を踏まえた働き方

変形労働時間制を適用した柔軟な働き方

週休２日としての働き方

担い手の多様化に合わせた働き方

ICT・DX等を活用した効率的な働き方
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